
　４． 経 営 戦 略 （ 総 務 省 ）



令和 7 年 2 月

令和 6 年度 令和 15

１．事業概要

（１）

① 給　水

人

人

千㎥／ha

② 施　設　

％

③ 料　金

＜料金表＞

20 ㎥ ま で 3,685円

④ 組　織

41㎥～80㎥

81㎥超～

φ13mm

φ20mm

φ25mm

220.0円

264.0円

286.0円

計 画 給 水 人 口 42,900

現 在 給 水 人 口 37,434法 適 （ 全 部 ・ 財 務 ）
・ 非 適 の 区 分

法適用

㎥／日

（１）組織体制
　　　水道課長のもと、水道課施設係、業務係、庶務係の３係となります。
（２）職員数
　　　水道事業に携わる職員は9名、会計年度任用職員1名、合計10名となります。
（３）年齢構成
　　　25歳未満：1人、30歳以上～35歳未満：1人、35歳以上～40歳未満：1人、50歳以上～55歳未満：4人、
　　　55歳以上～60歳未満：1人、60歳以上：1人

令 和 6 年 5 月 1 日

330.0円

363.0円

493.7

千ｍ

料 金 改 定 年 月 日
（消費税のみの改定は含まない）

～

管 路 延 長

0.299

供 用 開 始 年 月 日 平 成 21 年 4 月 1 日

水 源

別添１－２

小美玉市　　　　　　　　　　事業経営戦略

事業の現況

施 設 数

策 定 日 ：

年度

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（複数選択可）

浄水場設置数

配水池設置数

2

（１）料金体系の概要
　・２ヶ月の水道使用量に対して、基本料金は20㎥までとし、21㎥からは従量料金としています。
　・従量料金は３段階とし、21㎥～40㎥、41㎥～80㎥、80㎥超となります。
　・水道メーターは口径別（φ13mm、φ20mm、φ25mm）に使用料が必要となります。
（２）料金体系の考え方
　・地方公営企業法に基づく独立採算の原則に沿った料金体系としています。また、将来にわたって健全な水道事業
　　経営による安定的な水道水の供給を実現するために令和６年５月に水道料金を改定しました。

198.0円

団 体 名 ：

事 業 名 ：

有 収 水 量 密 度

茨城県

小美玉市水道事業

計 画 期 間 ：

4

料 金 体 系 の
概 要 ・ 考 え 方

施 設 能 力 16,700

20㎥～40㎥

施 設 利 用 率 67.8

基本料金（２ヶ月） 従量料金（１㎥につき） 量水器使用料

表流水 , ダム , 伏流水 , 地下水 , 受水 , その他

水 道

簡易水道



（２）

（３） 経営比較分析表等を活用した現状分析

２．将来の事業環境

（１）

（２）

これまでの主な経営健全化の取組

（１）事業統合
　　　小美玉市誕生に伴い、水道事業の効率化を図るため、平成21年度に小川町および美野里町水道事業を小美玉市水道事業として事業統合
　　　しました。
（２）民間活用
　　　検針業務、水質検査、施設の運転管理、点検業務、休日の給水栓開閉作業等、民間委託を導入しています。また、上下水道料金お客様
　　　サービスセンターを設置しています。
（３）令和６年５月に水道料金の改定を行いました。

給水人口の予測

・添付資料－１参照

※　直近の経営比較分析表（「公営企業に係る「経営比較分析表」の策定及び公表について）（公営企業三課室長通知）」による経営比較分析表）を添付すること。

水需要の予測

・予測の方法（考え方）：「小美玉市新まちづくり構想～新たな交流を目指して～」を参考に推計しました。
　給水人口は、平成２２年度の42,207人をピークに減少傾向となり、令和5年度に37,434人、令和11年度には36,750人に減少すると推計しました。

・予測の方法（考え方）
　・有収水量は過去10年間の実績を基に推計しました。
　・有収率は、2040年度に小川地区90％、美野里地区95％と設定し、令和11年度における小美玉市の有収率は88.5％と推計しました。
　・有効率は、2040年度の有効率を95％と設定し、令和１１年度は89.9％と推計しました。
　・負荷率は、過去10年間の小さい値を採用し、小川地区86.1％、美野里地区87.7％と設定し、令和11年度における小美玉市の負荷率は87.1％と
　　推計しました。
　・一日最大給水量は、平成20年度の14,855㎥/日をピークに減少傾向になっています。　一日平均給水量も同様に平成21年度の12,605㎥/日を
　　ピークに減少傾向になっています。
　・令和11年度には、一日最大給水量12,404㎥/日、一日平均給水量10,807㎥/日に減少すると推計しました。

*1　水道事業の広域化とは、水道法（昭和32年法律第177号）第２条の２第２項の市町村の区域を超えた広域的な水道事業者間の連携等に当たるものである。その具体的な方策として
は、経営統合（事業統合及び経営の一体化をいう。以下同じ。）、浄水場等一部の施設の共同設置や事務の広域的処理等がある。
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（３）

（４）

３．経営の基本方針

（１）事業概要
　　小美玉市水道事業は、平成１８年３月２７日に２町１村（小川町、美野里町、玉里村）が合併し小美玉市が誕生したことにともない、平成２１年
　４月１日、小川地区水道事業と美野里地区水道事業が統合され「小美玉市水道事業」が認可創設されました。
（２）経営理念及び基本方針等
　　小美玉市水道事業の経営戦略としての基本方針は、小美玉市水道ビジョンで定めた将来像（理想像）「信頼を次世代につなぐ水道」として、
　「安全」、「強靭」、「持続」の３つの視点から、さまざまな課題を解決し、安定的な事業運営を行っていきます。

料金収入の見通し

・現状は、水道を担当する職員は9名、会計年度任用職員1名、合計10名となります。施設係、業務係、庶務係が一体となり事業運営の効率化を
　図っています。
・水道施設の運転管理業務や料金徴収等を外部委託し効率的な運営管理に努めています。
・職員の意欲を向上させ、持続可能な組織を構築するため、研修会への参加など水道事業に関する技術習得、資質の向上に努めます。
・計画的で効果的な人材の育成および専門知識や技術の継承に取り組みます。

組織の見通し

・実績有収水量は下降しており、将来も下降していくものと推計します。
・料金収入は実績で６億９千万円程でしたが、令和６年５月に料金改定したことにより、８億円程になる予定になります。
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４．投資・財政計画（収支計画）

（１）

（１）計画期間内に実施する主な投資の内容は以下のとおり。 　　（２）予定している事業（令和7年度～令和9年度）

・継続事業

令和6年度 令和7年度 令和8年度 令和9年度 総額

28,130 74,382 102,512

118,360 150,953 269,313

28,875 174,636 190,135 393,646

（３）計画している事業（令和10年度以降）

　　　水道施設及び設備の更新や配水管等の更新は、範囲が広く早急に対応する必要

　　が生じるものも出てきます。よって、その状況に応じて臨機応変に行動可能にす

　　るため、２０２８（令和１０）年度以降は次の投資費用を確保します。

　　・水道施設及び設備：年間事業費を２.５億円程度と設定します。

　　・配水管等の管路　：年間事業費を２.５億円程度と設定します。

　　・総事業費として　：年間事業費を５億円程度と設定します。

③　収支計画のうち投資以外の経費についての説明

事業名

美野里浄水場
塩酸注入設備更新工事

小川浄水場No1～3号
配水ポンプインバータ
ユニット更新工事

小川浄水場中央監視
制御設備更新工事

・投資以外の経費（委託料、修繕費、動力費、人件費など）の積算の考え方等について
（１）委託料
　　令和７年度予算に年１％の上昇率により算出しました。
（２）修繕費
　　実績を参考に同額程度として設定しました。
（３）動力費
　　令和７年度予算に年１％の上昇率により算出しました。
（４）人件費
　　令和７年度予算に年１％の上昇率により算出しました。

（２）投資・財政計画（収支計画）の策定に当たっての説明

①　収支計画のうち投資についての説明

目 標

（１）耐震性の低い管等を更新するとともに耐震化を図っていきます。
　　・小川地区の石綿セメント管更新事業を実施します。
　　・指定避難箇所への基幹管路、導水管の更新を計画的に進めます。
（２）安定した水の供給を確実にするため設備等を適切に更新していきます。
　　・老朽化などで劣化した設備を更新し機能を維持します。
　　・監視制御方式を機能及び経済的に最適化します。

目 標
・投資と財源の均衡を基本とした事業経営を行います。
・国庫補助金等を有効に活用します。
・企業債の抑制及び支払利息の軽減に努めます。

②　収支計画のうち財源についての説明

（１）国庫補助金
　　　　水道施設の更新は、国庫補助対象事業にならないため、補助金を見込まないものとします。
　　　配管については、小川地区石綿管更新事業（補助率1/2）について補助金を見込みます。
（２）企業債
　　　　事業費の８０％を借入するとして、償還期間３０年（内５年間元金償還据置）、年利率２.０％とします。
（３）内部留保資金
　　　　水道事業を安定して運営するため、企業債償還金程度の３～３.５億円を確保とします。また、給水収益と同額程度を目標とします。
（４）給水収益
　　　　安定した水道水を供給するためには、水道事業を健全に経営するとともに継続に必要な財源の確保が求められます。このことを実現する
　　　ため、令和６年５月に水道料金を改定し、本年度からの給水収益が増加する見込みとなりました。

投資・財政計画（収支計画）　：　 別　紙　の　と　お　り

百里基地周辺上水道施設更新助成事業 （税込）

R7 R8 R9

2025 2026 2027

303,435,000 271,392,000 －

－ － －

－ － －

303,435,000 271,392,000 0

水道施設及び配水管整備事業 （税込）

R7 R8 R9

2025 2026 2027

90,563,000 154,000,000 154,000,000

21,450,000 21,450,000 15,400,000

28,875,000 174,636,000 190,135,000

50,600,000

13,200,000

35,200,000

150,953,000

13,200,000

74,382,000

22,000,000

99,000,000

16,500,000 16,500,000

416,823,000 366,586,000 558,635,000

（税込）

R7 R8 R9

2025 2026 2027

720,258,000 637,978,000 558,635,000

事業名

事業名

石綿セメント管更新工事

（仮）取水井戸更新

設計業務委託

計

小川浄水場系No.2配水池水位計及び
取水井戸テレメータ改修工事

小川浄水場配水ポンプインバータ更新工事

配水管更新工事

設計業務委託

小
川
浄
水
場
系
施
設

小川浄水場中央監視システム等更新工事

小川浄水場ろ過器改修工事

小川浄水場系取水井戸ポンプ改修工事

美
野
里
浄
水
場
系
施
設

合　計

計

美野里浄水場系取水井戸ポンプ改修工事

美野里浄水場塩酸注入設備更新工事

美野里浄水場ろ過池改修工事

美野里浄水場沈殿池更新工事

美野里浄水場系取水井戸テレメータ改修工事



（３）投資・財政計画（収支計画）に未反映の取組や今後検討予定の取組の概要

①　投資の合理化、費用の見直しについての検討状況等

②　財源についての検討状況等

５．経営戦略の事後検証、改定等に関する事項

経営戦略は令和２年３月に作成し、約５年後の見直しが令和７年２月作成になります。
この見直しでは、令和６年５月に改定した水道料金の増加を見込んでおり、今後の投資と財政の状況を
ＰＤＣＡサイクルを活用し確認していきます。
そして、更に約５年後となる令和11年度頃には、必要に応じて改定を実施します。

施 設 ・ 設 備 の 廃 止 ・ 統 合
（ ダ ウ ン サ イ ジ ン グ ）

小美玉市水道事業は、小川地区水道事業と美野里地区水道事業が統合され、水道料金の統一と業務の効率化を図ってきま
したが、水道施設としての相互連携やバックアップ体制には検討の余地があります。今後、小美玉市水道事業の目指すべ
き方向性や、水道施設に求められる機能および規模を考慮し、災害に強い運営基盤の強化に努めます。

施 設 ・ 設 備 の 合 理 化
（ ス ペ ッ ク ダ ウ ン ）

維持管理の効率化、施設利用率の向上、管理費用を削減するため浄水場施設の適切な規模への縮小を検討します。

料 金

経 営 戦 略 の 事 後 検 証 、
改 定 等 に 関 す る 事 項

資 産 の 有 効 活 用 等 （ *2 ） に よ る
収 入 増 加 の 取 組

そ の 他 の 取 組 経年劣化する水道施設の更新・耐震化を着実に進めます。　　　　　　　　

過去の投資により企業債残高は５７億前後を推移していく状況になります。
今後の水道事業経営を圧迫することのないように、借入割合、利率に留意していきます。

独立採算の原則（水道事業の対価である料金収入によって維持される）を持続させることを目標としていますが、
財源不足が生じるおそれがある場合には、他財源で補うことを視野に入れ検討していきます。

水道事業は、市町村運営、独立採算が原則となっていますが、運営基盤の強化を図るための効率化という観点から、
茨城県水道ビジョンによる施設最適化及び経営の一体化について、前向きに検討しています。

広 域 化

経営健全化に取り組み水道料金の改定を行いました。
当初は令和４年度に改定予定でしたが、コロナ化等の影響に配慮し令和６年５月に改定しています。

民間の資金・ ノウハウ等の活用
（ PPP/PFI 等 の 導 入 等 ）

ア セ ッ ト マ ネ ジ メ ン ト の 充 実
（ 施 設 ・ 設 備 の 長 寿 命 化 等
に よ る 投 資 の 平 準 化 ）

資金運用（大口定期預金）を行い預金利息の確保を図っています。

そ の 他 の 取 組

企 業 債

繰 入 金

現在、検針業務、収納業務、水質検査等は、個別委託を行っており、浄水場等の運転管理や点検業務等の施設管理は、民
間への包括委託で行っています。今後も先進事例の研究をしながら、近隣の事業体の動向を注視しつつ調査・検討を進
め、より効率的で、より良いサービスが提供できるような改革をしていきます。

今まで整備してきた水道施設の更新需要や必要となる費用を把握し、更新事業の平準化や財源確保等を検討しています。
今後は広域化を視野に入れた検討も行っていきます。

※　投資・財政計画（収支計画）に反映することができなかった検討中の取組や今後検討予定の取組について、その内容等を記載すること。
　　 また、（１）において、純損益（法適用）又は実質収支（法非適用）が計画期間内の最終年度で黒字とならず、赤字が発生している場合には、赤字の解消に向け
　 た取組の方向性、検討体制・スケジュール等について記載する必要があること。



経営比較分析表（令和4年度決算）
茨城県　小美玉市

業務名 業種名 事業名 類似団体区分 管理者の情報 人口（人） 面積(km2) 人口密度(人/km2) グラフ凡例
法適用 水道事業 末端給水事業 A5 非設置 49,224 144.74 340.09 ■ 当該団体値（当該値）

資金不足比率(％) 自己資本構成比率(％) 普及率(％) 1か月20ｍ
3
当たり家庭料金(円) 現在給水人口(人) 給水区域面積(km2) 給水人口密度(人/km2) － 類似団体平均値（平均値）

　料金収入の対象となる有収水量は、給水人口の
減少や節水型社会の進展により減少し、収益が増
加しない状況にある。
　既存水道施設および管路等の老朽化が進行して
いる。安定した水の供給や災害に強い水道を整備
するためにも、耐震化の推進が必要である。
　建設工事費の財源を企業債から継続的に借入し
ているため残高は大きい状況にある。しかし、水
道料金は近隣の水道事業や同規模の水道事業と比
較して低料金となっている。今後、企業債の抑制
とあわせて適正な料金の見直しが必要となる。
　経年劣化した設備や管路は増加することから、
更新への投資は増大していくこととなる。実際の
老朽化状態を把握し、重要性に配慮して優先順位
を決め、事業の平準化と財源の確保を両立させ計
画的に行う必要がある。

300.91 【】 令和4年度全国平均

分析欄

1. 経営の健全性・効率性 1. 経営の健全性・効率性について

- 49.06 76.95 3,487 37,698

全体総括

125.28

①経常収支比率は100%以上であるが、類似団体平
均値と比較すると低い数値となっている。
　前年度より増加した要因は、水道施設の動力費
の急激な上昇に対する一般会計からの繰入を行っ
たためである。
③前年度より流動比率が減少した要因は、建設工
事費が増加したため、未払金の増により流動負債
の割合が増加したためである。
④類似団体平均値を大きく上回っているのは、建
設工事費の財源不足を企業債から継続的に借入し
ていることが要因となっている。
　今後は、料金改定などにより財源不足を解消
し、収支バランスのとれた経営に改善する必要が
あると考える。
⑤経常費用の増加に伴い給水原価が供給単価を上
回ったことが前年度より減少した要因となった。
今後は、料金改定などにより収支バランスの均衡
を図り、経営改善に努めていく必要がある。
⑥前年度より経常費用が増加したため依然類似団
体平均値より高い状態である。引続き水道普及促
進と併せて経常費用節減等の経営改善に努めてい
く。
⑦施設利用率は類似団体平均値と比較しても高い
状態を維持しているが、適切な施設規模を長期的
な視野で検討していく必要がある。
⑧R1年度の有収率は、複数の配水管で漏水箇所の
特定が長期間できない状態があり一時減少した
が、継続的な管路更新工事を順次進めてきた効果
により、R2年度からは類似団体平均値の水準を超
え有収率の改善が図られた。

2. 老朽化の状況について

①古い水道管等施設の更新を継続しているためほ
ぼ横ばいに推移し、類似団体平均値よりも下回っ
ており良好である。なお、今後はさらに計画的な
更新投資に必要な財源を確保していくことが課題
になると考える。
③管路更新率はH28年度より国庫補助事業を活用し
て継続的に更新投資しており類似団体平均値を大
きく上回る値になったが，法定耐用年数を経過す
る管路が年々増加していくため、計画的な更新投
資に必要な財源の確保していくことが課題になる
と考える。

2. 老朽化の状況

0.00

0.20

0.40

0.60

0.80

1.00

1.20

1.40

1.60

1.80

2.00

H30 R01 R02 R03 R04

当該値 1.66 1.44 1.73 1.07 1.86

平均値 0.58 0.54 0.57 0.52 0.48

96.00

98.00

100.00

102.00

104.00

106.00

108.00

110.00

112.00

H30 R01 R02 R03 R04

当該値 101.68 101.08 105.53 101.67 102.99

平均値 110.66 109.01 108.83 109.23 108.04

0.00

10.00

20.00

30.00

40.00

50.00

60.00

H30 R01 R02 R03 R04

当該値 41.24 41.06 40.86 41.57 41.82

平均値 47.66 48.17 48.83 49.96 50.82

0.00

5.00

10.00

15.00

20.00

25.00

H30 R01 R02 R03 R04

当該値 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00

平均値 15.10 17.12 18.18 19.32 21.16

①経常収支比率(％)

0.00

0.50

1.00

1.50

2.00

2.50

3.00

3.50

4.00

4.50

5.00

H30 R01 R02 R03 R04

当該値 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00

平均値 2.74 3.70 4.34 4.69 4.72

0.00

50.00

100.00

150.00

200.00

250.00

300.00

350.00

400.00

H30 R01 R02 R03 R04

当該値 277.37 241.91 232.12 254.44 251.16

平均値 366.03 365.18 327.77 338.02 345.94

0.00

100.00

200.00

300.00

400.00

500.00

600.00

700.00

800.00

900.00

H30 R01 R02 R03 R04

当該値 754.28 757.23 759.03 791.01 820.98

平均値 370.12 371.65 397.10 379.91 386.61

88.00

90.00

92.00

94.00

96.00

98.00

100.00

102.00

104.00

H30 R01 R02 R03 R04

当該値 99.20 98.58 102.93 98.77 97.59

平均値 100.42 98.77 95.79 98.30 93.82

160.00

165.00

170.00

175.00

180.00

185.00

190.00

195.00

200.00

H30 R01 R02 R03 R04

当該値 190.01 191.45 182.66 190.72 193.39

平均値 171.67 173.67 171.13 173.70 178.94

52.00

54.00

56.00

58.00

60.00

62.00

64.00

66.00

68.00

70.00

72.00

H30 R01 R02 R03 R04

当該値 69.27 70.99 69.91 68.95 68.50

平均値 59.74 59.67 60.12 60.34 59.54

82.00

83.00

84.00

85.00

86.00

87.00

88.00

H30 R01 R02 R03 R04

当該値 86.44 83.83 87.19 86.81 86.75

平均値 84.80 84.60 84.24 84.19 83.93

②累積欠損金比率(％) ③流動比率(％) ④企業債残高対給水収益比率(％)

⑤料金回収率(％) ⑥給水原価(円) ⑦施設利用率(％) ⑧有収率(％)

①有形固定資産減価償却率(％) ②管路経年化率(％) ③管路更新率(％)

【108.70】 【1.34】 【252.29】 【268.07】

【89.76】【59.97】【174.75】【97.47】

【51.51】 【23.75】 【0.67】
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様式第2号（法適用企業・収益的収支） 投資・財政計画
（収支計画）

（単位：千円，％）

年　　　　　　度 令和4年度 令和5年度

区　　　　　　分 （ 決 算 ）
決 算
見 込

１． (A) 702,804 702,160 827,628 872,334 848,024 847,982 842,605 840,252 837,444 837,194 832,773 829,751
(1) 683,596 681,119 804,829 844,624 819,898 819,434 813,629 810,842 807,592 806,895 802,019 798,536
(2) (B) 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
(3) 19,208 21,041 22,799 27,710 28,126 28,548 28,976 29,410 29,852 30,299 30,754 31,215

２． 111,639 86,694 86,940 81,829 77,094 76,069 75,738 75,281 75,281 75,281 75,281 75,281
(1) 20,020 0 100 140 0 0 0 0 0 0 0 0

20,020 0 100 140 0 0 0 0 0 0 0 0

(2) 90,010 84,280 84,569 79,350 74,755 73,730 73,399 72,942 72,942 72,942 72,942 72,942
(3) 1,609 2,414 2,271 2,339 2,339 2,339 2,339 2,339 2,339 2,339 2,339 2,339

(C) 814,443 788,854 914,568 954,163 925,118 924,051 918,343 915,533 912,725 912,475 908,054 905,032
１． 706,903 726,005 748,181 802,711 765,864 779,908 803,398 820,201 821,913 848,213 873,881 891,425
(1) 77,116 75,368 66,707 65,778 63,942 64,232 64,520 64,810 65,102 65,397 65,691 65,987

38,219 36,736 31,658 30,555 30,708 30,862 31,016 31,171 31,327 31,484 31,641 31,799
5,160 5,000 4,274 4,125 4,146 4,166 4,187 4,208 4,229 4,250 4,272 4,293

33,737 33,632 30,775 31,098 29,088 29,204 29,317 29,431 29,546 29,663 29,778 29,895
(2) 275,753 309,415 331,913 387,940 333,304 335,627 338,166 340,542 327,156 338,321 348,821 351,163

82,087 66,493 74,335 78,182 78,232 78,585 78,366 78,532 66,493 74,335 78,182 78,232
29,504 32,406 29,322 27,273 30,000 30,000 30,000 30,000 30,000 30,000 30,000 30,000
1,500 1,832 2,662 1,800 1,800 1,800 1,800 1,800 1,800 1,800 1,800 1,800

162,662 208,684 225,594 280,685 223,272 225,242 228,000 230,210 228,863 232,186 238,839 241,131
(3) 354,034 341,222 349,561 348,993 368,618 380,049 400,712 414,849 429,655 444,495 459,369 474,275

２． 83,611 84,036 82,007 87,618 85,771 87,905 90,885 93,558 96,369 99,321 102,195 105,221
(1) 83,611 84,036 82,007 87,618 85,771 87,905 90,885 93,558 96,369 99,321 102,195 105,221
(2) 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

(D) 790,514 810,041 830,188 890,329 851,635 867,813 894,283 913,759 918,282 947,534 976,076 996,646
(E) 23,929 △ 21,187 84,380 63,834 73,483 56,238 24,060 1,774 △ 5,558 △ 35,058 △ 68,022 △ 91,614
(F)
(G) 500 216 111 455 0 0 0 0 0 0 0 0
(H) △ 500 △ 216 △ 111 △ 455 0 0 0 0 0 0 0 0

23,429 △ 21,403 84,269 63,379 73,483 56,238 24,060 1,774 △ 5,558 △ 35,058 △ 68,022 △ 91,614
(I) 24,049 0 84,269 147,648 221,131 277,368 301,428 303,202 297,645 262,586 194,564 102,950
(J) 992,085 968,573 871,268 888,963 929,900 937,400 926,100 919,700 929,500 939,000 940,900 941,700

241,608 197,948 195,448 192,848 203,000 202,000 194,300 193,600 193,200 193,300 191,400 189,300
(K) 395,004 420,736 442,975 460,535 462,146 482,788 482,945 475,398 484,601 478,583 479,107 483,761

265,448 285,900 302,939 320,729 331,346 349,388 346,845 336,598 343,001 334,083 331,607 333,161

85,120 89,830 95,728 95,728 86,200 88,800 91,500 94,200 97,000 99,900 102,900 106,000
( I )

(A)-(B)

(L)

(M) 702,804 702,160 827,628 872,334 848,024 847,982 842,605 840,252 837,444 837,194 832,773 829,751

(N)

(O)

(P)

健 全 化 法 施 行 規 則 第 ６ 条 に 規 定 す る
解 消 可 能 資 金 不 足 額

健 全 化 法 施 行 令 第 17 条 に よ り 算 定 し た
事 業 の 規 模

健全化法第22条により算定した
資 金 不 足 比 率

(（N）/（P）×100)

地方財政法施行令第15条第１項により算定した
資 金 の 不 足 額

営 業 収 益 － 受 託 工 事 収 益 (A)-(B)
地 方 財 政 法 に よ る
資 金 不 足 の 比 率

(（L）/（M）×100)

健 全 化 法 施 行 令 第 16 条 に よ り 算 定 し た
資 金 の 不 足 額

12.413.42 0.00 10.18 16.93 26.08 32.71 35.77 36.08 35.54 31.37 23.36

う ち 建 設 改 良 費 分
う ち 一 時 借 入 金
う ち 未 払 金

累 積 欠 損 金 比 率 （ ×100 ）

流 動 負 債

支 出 計
経 常 損 益 (C)-(D)

特 別 利 益
特 別 損 失
特 別 損 益 (F)-(G)

収

益

的

収

支

当 年 度 純 利 益 （ 又 は 純 損 失 ） (E)+(H)
繰 越 利 益 剰 余 金 又 は 累 積 欠 損 金
流 動 資 産

う ち 未 収 金

収

益

的

収

入

材 料 費

収

益

的

支

出

営 業 費 用
職 員 給 与 費

基 本 給
退 職 給 付 費
そ の 他

経 費
動 力 費
修 繕 費

支 払 利 息

補 助 金
他 会 計 補 助 金
そ の 他 補 助 金

長 期 前 受 金 戻 入

そ の 他

収 入 計
そ の 他

そ の 他
減 価 償 却 費

営 業 外 費 用

令和7年度 令和12年度 令和13年度 令和14年度 令和15年度令和8年度 令和9年度 令和10年度 令和11年度

営 業 外 収 益

料 金 収 入
受 託 工 事 収 益
そ の 他

令和6年度

営 業 収 益



様式第2号（法適用企業・資本的収支） 投資・財政計画
（収支計画）

（単位：千円）
年　　　　　度 令和4年度 令和5年度

区　　　　　分 （ 決 算 ）
決 算
見 込

１． 436,000 353,000 276,200 408,600 384,226 429,308 422,400 422,400 422,400 422,400 422,400 422,400

２．

３．

４．

５．

６． 151,762 137,784 103,646 123,161 138,699 3,003 3,003 3,003 3,003 3,003 3,003 3,003

７．

８． 5,295 4,819 1,763 18,583 2,000 2,000 2,000 2,000 2,000 2,000 2,000 2,000

９． 15,980 21,330 17,630 17,480 20,000 20,000 20,000 20,000 20,000 20,000 20,000 20,000

(A) 609,037 516,933 399,239 567,824 544,925 454,311 447,403 447,403 447,403 447,403 447,403 447,403

(B)

(C) 609,037 516,933 399,239 567,824 544,925 454,311 447,403 447,403 447,403 447,403 447,403 447,403

１． 623,328 559,426 578,416 664,627 587,327 515,197 507,347 507,347 509,847 507,347 507,347 507,347

２． 260,397 265,448 276,900 302,939 320,729 331,346 349,388 346,845 336,598 343,001 334,495 331,972

３．

４．

５．

(D) 883,725 824,874 855,316 967,566 908,056 846,543 856,735 854,192 846,445 850,348 841,842 839,319

(E) 274,688 307,941 456,077 399,742 363,131 392,232 409,332 406,789 399,042 402,945 394,439 391,916

１． 386,724 397,796 416,291 438,275 405,480 418,054 440,783 456,334 472,621 488,945 505,306 521,703

２． 23,429 △ 21,403 84,269 63,379 73,483 56,238 24,060 1,774 △ 5,558 △ 35,058 △ 68,022 △ 91,614

３．

４． △ 135,465 △ 68,452 △ 44,483 △ 101,912 △ 115,831 △ 82,060 △ 55,511 △ 51,319 △ 68,021 △ 50,942 △ 42,845 △ 38,173

(F) 274,688 307,941 456,077 399,742 363,131 392,232 409,332 406,789 399,042 402,945 394,439 391,916

(G)

(H) 5,612,176 5,699,728 5,690,028 5,795,689 5,859,186 5,957,148 6,030,160 6,097,103 6,169,991 6,236,977 6,310,814 6,387,107

○他会計繰入金 （単位：千円）

年　　　　　度 前々年度 前年度

区　　　　　分 （ 決 算 ）
決 算
見 込

20,020 100 140

20,020 100 140

5,295 4,819 1,763 18,583 2,000 2,000 2,000 2,000 2,000 2,000 2,000 2,000

5,295 4,819 1,763 18,583 2,000 2,000 2,000 2,000 2,000 2,000 2,000 2,000

25,315 4,819 1,863 18,723 2,000 2,000 2,000 2,000 2,000 2,000 2,000 2,000

令和15年度

収 益 的 収 支 分

う ち 基 準 内 繰 入 金

う ち 基 準 外 繰 入 金

資 本 的 収 支 分

令和8年度 令和9年度 令和10年度 令和11年度 令和12年度 令和13年度令和7年度本年度

う ち 基 準 内 繰 入 金

う ち 基 準 外 繰 入 金

合 計

令和14年度

資

本

的

収

支

補 塡 財 源 不 足 額 (E)-(F)

他 会 計 借 入 金 残 高

企 業 債 残 高

資本的収入額が資本的支出額に
不足する額     　　    (D)-(C)

補

塡

財

源

損 益 勘 定 留 保 資 金

利 益 剰 余 金 処 分 額

繰 越 工 事 資 金

そ の 他

計

(A)のうち翌年度へ繰り越さ
れる支出の財源充当額

純 計 (A)-(B)

資

本

的

支

出

建 設 改 良 費

う ち 職 員 給 与 費

企 業 債 償 還 金

他 会 計 長 期 借 入 返 還 金

他 会 計 へ の 支 出 金

資

本

的

収

入

そ の 他

計

他 会 計 借 入 金

国 （ 都 道 府 県 ） 補 助 金

固 定 資 産 売 却 代 金

工 事 負 担 金

計

そ の 他

令和12年度 令和13年度 令和14年度

他 会 計 負 担 金

令和15年度

企 業 債

う ち 資 本 費 平 準 化 債

他 会 計 出 資 金

他 会 計 補 助 金

令和6年度 令和7年度 令和8年度 令和9年度 令和10年度 令和11年度



作成年月日 令 和 6 年 度 （ R7.1.31 ）

給水人口 37，434人

計算期間 令和6年度～令和8年度

（３年間）

　最近１箇年
　間の実績

投資・財政計画
計上額（Ａ）

公費負担分
（Ｂ）

料金対象収支
（Ａ）－（Ｂ）

千円 千円 千円 千円

681,119 823,117 823,117

0

0

681,119 823,117 0 823,117

　最近１箇年
　間の実績

投資・財政計画
計上額（Ａ）

公費負担分
（Ｂ）

料金対象収支
（Ａ）－（Ｂ）

千円 千円 千円 千円

0

諸 手 当 0

福 利 費 0

0

0

0

0

0

0 0 0 0

給 料 36,736 30,974 30,974

諸 手 当 20,757 18,341 18,341

福 利 費 11,119 9,806 9,806

13,868 17,869 17,869

66,493 76,916 76,916

32,406 28,865 28,865

341,222 355,724 355,724

56,574 64,291 64,291

579,175 602,786 0 602,786

給 料 0

諸 手 当 0

福 利 費 0

0

0

0

0

0 0 0 0

給 水 装 置 工 事 費

そ の 他

合 計

項 目

取
水
・
貯
水
及
び
導
水
費

人
　
件
　
費

給 料

用 水 費

減 価 償 却 費

そ の 他

電 力 費

修 繕 費

金　　　　　　　　額

小 計

そ の 他

小 計

浄
水
及
び
送
水
費

人
　
件
　
費

収　　入　　の　　部

項 目

料 金 (X)

金　　　　　　　　額

支　　出　　の　　部

減 価 償 却 費

そ の 他

小 計

配
　
　
　
水
　
　
　
費

人
　
件
　
費

電 力 費

修 繕 費

原価計算表

浄 水 用 薬 品 費

電 力 費

修 繕 費

減 価 償 却 費



　最近１箇年
　間の実績

投資・財政計画
計上額（Ａ）

公費負担分
（Ｂ）

料金対象収支
（Ａ）－（Ｂ）

項 目

金　　　　　　　　額
支　　出　　の　　部

給 料 0

諸 手 当 0

福 利 費 0

0

0

0 0 0 0

給 料 0

諸 手 当 0

福 利 費 0

0

695 921 921

5,475 6,713 6,713

53 57 57

360 407 407

93 88 88

84,036 85,132 85,132

0

0

90,712 93,318 0 93,318

669,887 696,104 0 696,104

305,750 305,750

975,637 1,001,854

0.70 (X)／(（Y）＋（Z）)＊１００＝ 0.82

＜料金水準についての説明＞

１　投資・財政計画計上額（Ａ）欄は、直近の料金算定期間内における平均値を記載すること。
２　起債償還額が減価償却額を超えるときは，当分の間，その差額を一般管理費のその他の欄に記載して差し支えないこと。
３　資産維持費は、将来の更新需要が新設当時と比較し、施工環境の悪化、高機能化（耐震化等）等により増大することが見込まれる場合に、
使用者負担の期間的公平等を確保する観点から、実体資本を維持し、サービスを継続していくために必要な費用（増大分に係るもの）を、適正
かつ効率的、効果的な中長期の改築（更新）計画に基づいて算定し、計上するもの。そのため、資産維持費（Ｚ）欄は、「水道料金算定要領」（公
益社団法人日本水道協会）を参考に、所有している資産の規模、経営環境等の実情に応じ、料金算定に適切に反映すべき費用を記載するこ
と。

料 金 対 象 経 費 （ Y ） ＋ （ Z ）

資 産 維 持 費 （ Z ）

給
水
装
置
工
事
費 そ の 他

人
　
件
　
費

材 料 費

減 価 償 却 費

そ の 他

光 熱 費

修 繕 費

公 課

１．最近１箇年間の実績は令和５年度実績
２．投資・財政計画計上額（Ａ）は令和６～８年度の平均値
３．浄水及び送水費の「その他」は資産減耗費を入力
４．資産維持費は令和５年度の構築物及び機械装置＋量水器に資産維持率3%以内として計算
　　（10,161,516+30,470）×3%以内＝305,750千円
５．令和５年度の料金水準は約0.70でしたが、令和６年度に料金改定を行い料金水準は0.82となる。
６．水道料金の改定率は、水道事業の健全な運営を確保するための改定率としては不足であるが、水道使用者の大幅な負担増とならない
　　改定率とし約２割り増とした。

小 計

合 計 (Y)

備 品 費

消 耗 品 費

通 信 運 搬 費

小 計

一
　
般
　
管
　
理
　
費

人
　
件
　
費

支 払 利 息


